
介護支援専門員実務研修

第１１章

ケアマネジメントに係る

法令等の理解



目的

法令を遵守し、介護支援専門員

の業務を適切に遂行できるよう、

介護保険制度に係る法令等を正

しく理解する。





修得目標
①介護保険法の意義と目的について説明できる。

②介護保険法を遵守したケアマネジメントが実施
できる。

③利用者を取り巻く諸制度について説明できる。

④実践上の法令遵守について説明できる。

⑤介護報酬に係る関係告示や通知等の概要につ
いて説明できる。

遵守＝順守＝コンプライアンス



１１章のポイント

介護保険制度に関する法令等を全体
的にとらえたうえで、特にケアマネジ
メントに関する部分の規定について
業務と関連づけて理解する。



（目的）

第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護
状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管
理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する
能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス
及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保
険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保
健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。

（介護保険）

第二条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給付
を行うものとする。

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われると
ともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。

３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて
、被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様
な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなけ
ればならない。

４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合におい
ても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるように配慮されなければならない。

利用者本位介護保険法 P５～7



（基本方針）
第一条の二 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その
利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるように配慮して行われるものでなければならない。
２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に
応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様
な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければ
ならない。
３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の
意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サ
ービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することの
ないよう、公正中立に行われなければならない。
４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援セ
ンター、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事
業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。

指定居宅介護支援事業所の運営基準

P90～



（内容及び手続の説明及び同意）
第四条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら
かじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要その他の利用申込者のサ
ービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当
該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。
２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ
、居宅サービス計画が利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の
指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行い
、理解を得なければならない。
３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ
、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生
じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は
診療所に伝えるよう求めなければならない。
４ 略（提供拒否の禁止）
第五条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒
んではならない。



「その人らしさ」から
「私らしさを引き出す支援



２．法令等を理解する意義と目的

介護支援専門員の業務を適切に進めるために
は、ケアマネジメントに必要な法令等を正しく理
解し、それらの規定を遵守した上で行なうこと
がとても大切です。

また、ケアマネジメントに関連する法令等を理
解し実践に結びつけることは、地域包括ケアシ
ステムの一助にもなります。

第1節ケアマネジメントと法令等



１．介護保険制度にかかる法令等と階層の理解

介護保険制度は法令等によってルールが定めら

れているため、法令等の階層とそれらの関係、ま

た、介護支援専門員の業務や役割と法令等の関

係を理解することが大切です。

第２節介護保険制度にかかる法
令等を遵守したケアマネジメント
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２．階層ごとの介護保険制度関係法令について

①法律である介護保険法によって、各介護保険サービス全体が定義づ
けられている。

②政令の介護保険法施行令では法律の規定について詳細な内容が定
められてる。

③省令である介護保険法施行規則では、より詳細な規定が定められてる。

④告示では、サービス提供に伴って支払われる介護報酬等の規定が定
められてる。

⑤通知

⑥事務連絡

⑦Ｑ＆Ａ

第２節介護保険制度にかかる法
令等を遵守したケアマネジメント
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この法律において「居宅介護支援」とは、居宅要介護者が指定居宅
サービス、指定地域密着型サービス及びその他の居宅において日
常生活を営むために必要な保健医療サービス又は福祉サービスの
適切な利用等をすることができるよう、当該居宅要介護者の依頼を
受けて、その心身の状況、その置かれている環境、当該居宅要介護
者及びその家族の希望等を勘案し、利用する指定居宅サービス等
の種類及び内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める
事項を定めた計画を作成するとともに、当該居宅サービス計画に基
づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう、指定居宅サービ
ス事業者、指定地域密着型サービス事業者その他の者との連絡調
整その他の便宜の提供を行い、並びに当該居宅要介護者が地域密
着型介護老人福祉施設又は介護保険施設への入所を要する場合
にあっては、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設への
紹介その他の便宜の提供を行うことをいい、「居宅介護支援事業」と
は、居宅介護支援を行う事業をいう。

介護保険法第8条24
法律





政令

(特定疾病)

第二条 法第七条第三項第二号に規定する政令で定める疾病は、次のとおりとする。
一 がん(医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断
したものに限る。)

二 関節リウマチ
三 筋萎縮性側索硬化症
四 後縦靱じん帯骨化症
五 骨折を伴う骨粗 鬆しよう 症
六 初老期における認知症(法第五条の二第一項に規定する認知症をいう。以下同じ。)

七 進行性核上性麻 痺ひ 、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病
八 脊髄小脳変性症
九 脊柱管狭窄さく 症
十 早老症
十一 多系統萎縮症
十二 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症
十三 脳血管疾患
十四 閉塞性動脈硬化症
十五 慢性閉塞性肺疾患
十六 両側の膝しつ 関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

内閣の発する命令のこと
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○厚生労働省告示第七十三号
介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の規定に基づき、
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
一部を改正する告示を次のように定める。
令和三年三月十五日

厚生労働大臣田村憲久
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
一部を改正する告示
（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準の
一部改正）
第一条指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基
準（平成十二年厚生省告示第十九号）
の一部を次の表のように改正する







（指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の
一部改正）
第二条指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する
基準（平成十二年厚生省告示第二十号）
の一部を次の表のように改正する





事務連絡・Q&A









【ポイント 体系例：
居宅介護サービス計画費の算定根拠】

老企第36号（厚生省老人保健福祉局企画課長通知）
６居宅介護支援の業務が適切に行われない場合

注２の「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、具体
的には次のいずれかに該当する場合に減算される。これは適正なサービス
の提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定を遵守するよう
努めるものとする。都道府県知事は、当該規定を遵守しない事業所に対して
は、遵守するよう指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情
がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

(1)居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たっては、次の場合に減算
されるものであること。

①当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその
家族に面接していない場合には、当該居宅サービ計画に係る月から当該状
態が解消されるに至った月の前月まで減算する。



インセンティブ

〘名〙 (incentive) （ある目標に向か

って誘導するための）刺激。誘引、
動機となる事物。また、奨励金。

出典 精選版日本国語大辞典精選
版日本国語大辞典について 情報







３．条例について

（１）条例とは

（２）地方分権一括法

第２節介護保険制度にかかる法令
等を遵守したケアマネジメント
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例：岡山市路上喫煙防止条例

おかやまの酒による乾杯を推進する条例
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表11‐2‐4 条例に関する基準
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表11‐2‐5



（記録の整備）
第二十九条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する
諸記録を整備しておかなければならない。
２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関す
る次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければなら
ない。
一 第十三条第十三号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関す
る記録
二 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳
イ 居宅サービス計画
ロ 第十三条第七号に規定するアセスメントの結果の記録
ハ 第十三条第九号に規定するサービス担当者会議等の記録
ニ 第十三条第十四号に規定するモニタリングの結果の記録
三 第十六条に規定する市町村への通知に係る記録
四 第二十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録
五 第二十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい
ての記録

平成三十年厚生労働省令第四号



（記録の整備）
第３２条 指定居宅介護支援事業者は，従業者，設備，備品及び会計に関する諸
記録を整備しておかなければならない。
２ 指定居宅介護支援事業者は，利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関
する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。
（１） 第１６条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関す
る記録
（２） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳
ア 居宅サービス計画
イ 第１６条第７号に規定するアセスメントの結果の記録
ウ 第１６条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録
（３） 第１６条第１４号に規定するモニタリングの結果の記録
（４） 第１９条に規定する市町村への通知に係る記録
（５） 第２２条第１項に規定する従業者の勤務の体制等の記録
（６） 第２９条第２項に規定する苦情の内容等の記録
（７） 第３０条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置について
の記録
（８） 法第１８条第１号に規定する介護給付及び第１３条に規定する利用料等に関
する請求及び受領等の記録

岡山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す
る基準等を定める条例





１．関連他制度を理解する理由

介護支援専門員の業務を行う上で、生活保

護法等に関連する他制度や労働者災害保

障保険等の介護保険に優先される給付、あ

るいは第三者求償や公費負担医療制度等

のさまざまな制度等についての理解が必要

不可欠です。

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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第三者求償

交通事故等の第三者行為が原因で要介護状態になったり、要介護度が

重度化して、介護給付が必要となった被害者（被保険者）が介護サービ

スを利用した場合、その費用は加害者である第三者が負担すべきと考え

られています。

これは、介護保険法第21条第1項の規定に基づき、第三者行為が原因に

よる介護保険給付額を限度として、被保険者が第三者（加害者）に対して

有する損害賠償の請求権を、保険者が取得するということであり、介護保

険給付費について保険者が負担した部分を、保険者は加害者側に損害

賠償することになります。

このように、第三者行為が原因で、保険者が受けた損害を補

てんするための求償行為を「第三者求償」といいます。



２．生活保護法関連

（１）生活保護受給者の介護保険被保険者

（２）介護扶助

（３）介護扶助の実際

（４）境界層措置

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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表11－3－2 生活保護と介護保険の関係

40歳以上65歳未満の生活保護受給者 65歳以上の生活保護受給者

医療保険の被保険者
第2号被保険者
（自己負担1割を生活保護から給付）

第1号被保険者
（自己負担1割を生活保護から給付）

医療保険未加入者
介護保険の被保険者の資格を取得
できない者
（10割を生活保護から給付）
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保険給付
（9割～7割）

自己負担
（1割～3割）

保険給付
（9割）

介護扶助
（1割）

生活保護に
よる

介護扶助
（10割）

図11-3-1 介護扶助のイメージ

※参考 生活保護を
受けていない者

①生活保護を
受けている者

②生活保護を
受けている者
（みなし2号）
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境界層措置

生活保護の申請をする（利用者負担限度額
認定証）

資産調査が入る

本来なら生活保護の対象

利用者負担の軽減をすることで低所得者基

準の適用になり、生活保護を受ける経済水

準から脱することを目的としている。

p698



３．障害者総合支援法関係

（１）介護保険が優先される場合

（２）介護保険サービスと障害福祉

サービスが調整される場合

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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表11‐3‐4



４．老人福祉法関係

（１）やむを得ない事由による措置

（２）環境上の理由及び経済的な

理由による措置

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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表11‐3‐5



５．育児・介護休業法

（１）育児・介護休業法について

（２）仕事と介護の両立支援

（３）相談窓口

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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職場に「家族等の介護を行っていること」を伝え、必要に
応じて勤務先の「仕事と介護の両立支援制度」を利用する

介護保険サービスを利用し、自分で「介護をしすぎない」

介護保険の申請は早目に行い、要介護認定前から調整を開
始する

ケアマネジャーを信頼し、「何でも相談する」

日ごろから「家族や要介護者宅の近所の方々等と良好な関
係」を築く

介護を深刻に捉えすぎずに、「自分の時間を確保」する





６．社会保障制度・税番号（マイナンバー）制度

社会保障制度・税番号（マイナンバー）制度は、
住民票を有するすべての個人1人に1つの番号
（マイナンバー）を付して、社会保障、税、災害
対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の
機関にある個人の情報を同じ人の情報として確
認を行うために活用される制度です。

第３節 介護保険制度に
関連する他制度等について
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１．法令遵守の意味

（１）指定居宅サービス事業者等の

義務と指定取消し

（２）ケアマネジメントにおける個人情

報保護等と法令遵守

第４節 実践上の法令遵守
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【記録不備】岡山県「○○居宅介護支援
事業所」取り消し（2018年1月26日報道）

岡山県保健福祉部長寿社会課は昨年12月31日、必要

な介護記録を残していないなど運営基準違反を重ねて
介護給付費約830万円を不正に受給していたとして、

和気郡和気町内の医療法人渋藤医院（渋藤行雄理事
長）が運営する渋藤医院居宅介護支援事業所（梶田圭
子管理者、和気町父井原434-1）の事業所指定を介護
保険法に基づき取り消した。



今回処分の原因となる事実や法的根拠など詳細は次のとおり。
平成24年4月から平成29年1月までの間に、次の（ア）および（イ）の

とおり、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
準（平成11年厚生省令第38号）」第13条第1項第10号および第14号

の規定に適合した手続を行なっておらず、その場合、介護給付費の
請求に当たっては、「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定
に関する基準（平成12年厚生省告示第20号）」の規定により運営基
準減算を行なう必要があるにもかかわらず、計709件について減算
を行なわないで不正に請求し、受領した。
（ア）利用者7人・110件について、居宅サービス計画を作成する際に

必要な利用者の同意を文書で得ないまま指定居宅介護支援を提供
している。
（イ）利用者53人・685件について、モニタリング（居宅サービス計画
の実施状況の把握）の結果を記録していない。



また、利用者6人・21件について、「介護保険法に基づく指定居

宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等を定める条例（平
成26年岡山県条例第26号）」第31条第2項の規定に違反し、指定

居宅介護支援の提供に関する記録の全てを保存していないため
、指定居宅介護支援の提供に基づく適正な介護給付費の請求で
あることを立証することができない。

これらの不正請求は、管理者を兼務する介護支援専門員が運
営基準減算を行なう必要があることを認識しながら長期間にわた
り反復継続的に行なっていたもので、5年間に行なった1,618件の
介護給付費の請求のうち、730件が不正請求である。



令和２年度 岡山市集団指導 居宅支援 資料②より









介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針の概要

介護サービス事業所の増加 自治体間の確認項目や実施状況に差異

背景

標準化・効率化が必要

・「標準確認項目」「標準確認文書」の
設定

・原則として「標準確認項目」以外の項目の確認は行わず、「標準確認文書」以外の文書
は求めない。

・実地指導の所要時間の短縮

・実地指導の頻度

・同一所在地等の実地指導の同時実
施

・関連する法律に基づく指導・監査
の同時実施

・運用の標準化

・実地指導における文書の効率的活
用

・標準確認項目を踏まえて実地指導を行うことで、一の事業所あたりの所要時間の短縮を図る。

・事業所の指定有効期間内（６年間）に１回実施することを基本とし、過去の実地指導等
において問題がないと認められる事業所は集団指導のみとすることも可能とする。

・同一所在地や近隣の事業所に対しては、できるだけ同日又は連続した日程で実施することとす
る。

・老人福祉法等に基づく指導・監査等との合同実施については、同日又は連続した日程での実施
を一層推進する。

・実施通知は原則として実施の１ヶ月前までに通知するとともに、当日の概ねの流れもあらかじめ
示すものとする。

・利用者の記録等の確認は原則３名（居宅介護支援事業所については、原則、介護支援専門員１
人あたり１～２名）までとする。

・確認する文書は原則として実地指導の前年度から直近の実績までの書類とする。
・事前又は当日の提出文書は１部とし、自治体が既に保有している文書の再提出は不要とする。

より多くの事業所を指導

サービスの質の確保 利用者保護

効果

運用指針の内容

その他の留
意事項

・担当者の
主観に基づ
く指導は行
わない。

・事業所管
理者以外
の同席は
可能（実情
に詳しい従
業者等）。

・高圧的で
ない言動に
よる事業者
との共通認
識に基づく
適切な助言
の実施。

など



１．サービス費用の算定

指定居宅サービス等の費用は、以

下のような事項を勘案して厚生労

働大臣が定める基準により算定さ

れます。

第５節 介護報酬にかかる
告示や通知等の概要
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２．介護報酬の算定基準

介護報酬は、提供したサービスに応じ

て「介護保険給付費単位数表」により

単位数を算定し、1単位の単価を乗じ

て金額に換算します。

第５節 介護報酬にかかる
告示や通知等の概要





諮問書



諮問書別紙



報告



答申















１１章のまとめ

• ケアマネジメントに必要な法令を正しく
理解し、規定を遵守する

• 法令等の理解は、適切なケアプランの
作成、利用者の自立支援や権利擁護、
さらには利用者から信用される公正中
立な業務につながる

• 違反した場合には事業所の指定取消や
介護支援専門員の登録消除も！


